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我が国が持続的な成長を果たすためには，空港という基盤整備が不可欠である．あわせて空港までのア

クセス交通の整備も重要である．とくに首都圏では空港利用者のアクセス交通として鉄道利用が多く，重

要な役割を果たしている．このような背景があるが，利用者の特性やニーズについて十分な知見は得られ

ていない．そこで本研究では，利用者の特性について分析を行い，今後の鉄道利用を増やすための課題を

明らかにすることを目的とする．今回は，首都圏在住者の成田空港へのアクセス交通手段の選択に着目し，

自宅からの移動に関する調査を実施した．この調査から鉄道，バスおよび自家用車の利用者の交通行動の

違いをとらえ，非集計多項ロジットモデルにより手段選択のメカニズムを分析し，乗換や快適性など鉄道

利用を増やすための課題を明らかにした．  
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1． はじめに 

 

(1) 研究の背景 

人口減少や少子高齢化が進む中，我が国の経済・社会

を維持・発展させていくためには，国内外の交流の活性

化に取り組むことが必要である．新型コロナウイルスの

影響などにより近年では大きく航空需要が減少している

が，IATA 注 1)によると将来予測については，世界の総旅

行者数は，2019 年比で，2024 年には 103%とコロナ前を

超え，2025 年には 111%に達すると予測されている.また

外国人旅行者の意向調査注 2)からは，次に旅行したい国

として日本が 1位に挙げられている．またビジネスにお

いても，オンライン会議のような非接触型の経済活動が

活発化したが，接触型の経済活動に対する需要も依然と

して根強く，接触型と非接触型の経済活動を両立させて

いくものと考えられる注3)． 

このため，より需要に即したサービスを行うことによ

る快適性，効率性の向上は引き続き重要であり，日本の

国際競争力を確保するためにも更なる空港アクセス交通

の機能強化が必要である．日本の空港アクセス交通利用

者は，全国的に見れば鉄道の選択が約4割注4)，バスでは

約 3割注4)となっているが，利用者数上位 8空港（東京国

際（羽田），成田国際，関西国際，福岡，新千歳，那覇，

大阪国際（伊丹），中部国際）の利用者では，鉄道の選

択が約 5割注4)，バスは約 3割注4)となる．   

このような交通手段選択の分析を実施し空港アクセス
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交通の課題の明確化とその解決を図ることにより，機能 

向上につなげることができるが，空港アクセス交通の現

状をまとめ課題を整理した研究は少ない． 

今後さらなる航空需要の増加を見込む中で，空港アク

セス交通において各交通手段の特性を分析し，政策に反

映させ，乗換抵抗の低減や快適性の向上などさらに改善

を重ね国際競争力を向上していく必要がある． 

 

(2) 本研究の目的 

本研究では，以上の研究背景を踏まえ，国際競争力が

求められている首都圏空港において，空港アクセス交通

として最も利用されている鉄道注 4)に着目する．都心か

ら距離があり，有料特急サービスなど多様なサービスが

展開されている成田空港への交通手段選択のメカニズム

を、旅行者の制約条件や意識を考慮した離散選択モデル

によって分析し，今後の鉄道利用を増やすための課題を

明らかにすることを目的とする． 

 

 

2． 既往研究の整理と本研究の位置づけ 

 

(1) 既往研究の整理 

これまでの国内の空港アクセス交通を扱った研究事例

等に関する調査研究事例を整理すると以下がある． 

高瀬ら 1)は，国内主要空港におけるアクセス交通手段

を非集計モデルで分析を行い，空港相互のモデル移転可

能性があること明らかにした．その後アクセス手段形

態・地域性の違いによるモデルの移転可能性の検討を行

った結果から，関西国際空港と名古屋空港両者のプーリ

ングデータを用いたモデル分析を行い，中部国際空港の

アクセス交通案の評価を行った． 

綾城ら 2)は，羽田空港の利用者に独自の調査を行い，

往路・復路別交通手段分担率を分析している．また，旅

行時間信頼性の評価を行い，バスの選択理由には，着席

性や，乗り換えの必要がないといったリムジンバス特有

の項目を挙げている．そして非集計モデルにより旅行目

的別，居住地別，往路・復路別にカテゴリー分けを行っ

た上で交通手段選択予測モデルを構築している． 

萩原ら 3)は，羽田空港リムジンバスにおいて復路（空

港発）に対して往路（空港着）の利用割合が低いことに

着目し，旅行時間信頼性が利用者の交通手段選択行動に

与える影響を把握した．そして平均分散アプローチによ

る交通手段選択モデルを構築し，旅行時間信頼性の評価

を行った． 

奥ノ坊ら 4)は，訪日外国人の増加やLCC利用者の増加

など東京圏を取り巻く環境の変化に着目し，空港アクセ

ス利用者に関する統計データに基づく行動分析を行い，

それらを踏まえた需要推計モデルを構築している． 

 

(2) 本研究の位置づけ 

過去の研究でも，空港アクセス交通に着目し，首都圏

でも羽田空港での分析事例がある．しかしながらリーマ

ンショック（2011年）以降の経済の伸びに合わせた旅行

者の増加注 5)などの日本の観光を取り巻く環境の変化や，

広範な後背地に対して多様な陸上交通手段の選択肢が存

在する成田空港を対象に、端末交通の選択メカニズムを

分析した事例はない．とくに成田空港では，都心からの

距離が羽田空港に比較して大きく，鉄道においても有料

の特急サービスが存在するなど羽田空港とは異なる空港

アクセス交通のサービスが展開されており，今回の研究

で着目することとした． 

今後成田空港では，現在の年間発着容量を 30 万回か

ら 50 万回に拡大する計画注 6)があり，本研究が鉄道とい

う空港アクセス交通の改善に役立つ知見を提供し，それ

らを通じて国際競争力の向上に役立つものと考えられる． 

 

 

3． 調査の概要 

 

(1) Webアンケート調査の概要 

 

表-1 Webアンケート調査概要 

調査手法 Webアンケート 

対象者 

・東京都，神奈川・千葉・埼玉・茨城・栃木・

群馬県に在住する者 

・18歳以上の者 

・羽田空港と成田空港の両空港に3年以内に必

ず1回は自宅から往復した者 

調査期間 2022年4月15日～19日 

サンプル数 500サンプル 

質

問

項

目 

個人属性 性別・年齢層・居住地(郵便番号） 

旅行状況 

・旅行目的，滞在日数，旅行同行者の数 

・空港までのリムジンバス停が近くにあるか 

・利用可能な車があるか 

・未就学児の同伴があるか 

・空港までの一人当たり携行荷物の重さ 

利用交通

機関 

・直近1回の旅行について，自宅から空港へ 

移動する際の最後の交通手段 

意識調査 

（ダミー

変数） 

（交通機関選択において重視する事柄） 

 

・空港までの所要時間の正確性 

・着席などの移動の快適性 

・荷物を持った移動の容易性 

・ほかの人との接触回避 
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成田空港利用者は，一都六県（東京，神奈川，千葉，

埼玉，群馬，栃木，茨城）をほぼ出発地としている注 4)

ことが明らかになったため，調査の対象範囲を一都六県

とした．送迎や空港へ通勤している利用者などは対象か

ら外し，航空機利用を目的として移動している利用者を

対象として調査を行い，完答したサンプルのみを集計し 

 

図-1 回答者の年齢階層分布 

 

 

図-2 回答者の居住地分布 

 

 

図-3 回答者の性別分布 

 

 

図-4 回答者の旅行目的分布 

 

た（500 サンプル）．また 3 年以内に必ず 1 回は自宅か

ら成田空港を往復した利用者を対象とした． 

意識調査の調査項目の選定には，参考文献 2，3，4)から

空港アクセス交通において，手段選択に影響を及ぼす事

柄と推定し選定した．調査の概要を表-1に，また集計結

果のうち回答者の個人属性を（図-1,2,3,4）に示す． 

年齢階層（図-1）は，なるべく多様な行動パターンを

分析するため，均一にサンプルを抽出した．他の項目は，

無作為に抽出したため，回答者の居住地（図-2）は東京

都が最も多く，性別分布（図-3）は，男性が 2 割程度多

い結果となった．旅行目的分布（図-4）では近年のコロ

ナ禍を反映してか，仕事目的が 2割程度となり今回の調

査はサンプルの大部分が観光目的となった． 

 

(2) 調査の集計結果 

今回の調査での，自宅から空港までの交通手段につい

て所要時間や費用（所要時間や費用は，実際に選択され

た交通手段に対して調査で回答された数値をここでは用

いる）などを調査した．また意識調査として空港までの

所要時間の正確性の重視や空港までの着席などの移動快

適性の重視なども調査した．今回の調査では，サンプル

総数 n=500のうち，観光目的が n=408，仕事目的が n=92

であった．旅行目的により手段選択の要因が変わると仮

定し，今回の分析では観光目的のみを分析することとし

た．それらの項目についてと交通手段選択のクロス集計

について主なものを以下にまとめた（図-5,6,7,8）． 

 

図-5 空港までの所要時間と交通手段選択 

図-6 空港までの一人当たり費用と交通手段選択 
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図-7 空港までの携行荷物の重さと交通手段選択 

 

図-8 未就学児の同伴の有無と交通手段選択 

 

空港までの所要時間と交通手段選択（図-5）について

は，空港までの所要時間が 59 分以下の部分に自家用車

の割合が大きくなり，バスの割合が小さくなっているが，

最も出発地として割合の大きい東京 23 区（全体の 27％）
注 2)と空港間はバスで 60 分以上必要であり，同じ千葉県

内でも千葉駅から成田空港までのバスの所要時間は 60

分～75 分であり，そもそも 60 分未満のバスの利用が少

ないと（n=2）考えられる．60 分から 149 分の時間帯は

最もサンプル数も多いが（n=319），手段選択に差があ

まり見られない結果となっている．150 分以上では，成

田空港から東京のみならず，神奈川県や埼玉県への空港

バスのシェアが高くなっていると考えられる．  

空港までの一人当たり費用と交通手段選択（図-6）に

ついては，京成スカイライナーが，日暮里～空港まで

2570 円（うち特急料金は 1300 円），JR 成田エクスプレ

スが東京から空港まで 3070円（うち特急料金は 1730 円）

となっている．鉄道のシェアに限ってみれば，1000円未

満の部分を除くと，一人当たり費用が高額になるにした

がってシェアは落ちる傾向が読み取れるが，出発地から

空港までの経路や，特急サービスの選択状況により注意

深く考察する必要がある． 

空港までの携行荷物の重さと交通手段選択については，

20 キロを境に傾向が変わる．21 キロ以上の携行品を持

っている利用者は，重たい荷物を運びやすい自家用車利

用を選択する傾向が明らかになった．未就学児の同伴の

有無と交通手段選択については，同伴ありの場合は，自

家用車という周りに気を使うことなく，比較的プライバ

シーが維持できる交通手段選択が高くなっている． 

 

 

4． 交通手段選択に関する要因分析 

 

(1) 分析手法とサービス水準の設定 

分析手法には，多項ロジットモデルによる非集計分析

を用いる．3 つの交通手段（鉄道，バス，自家用車）に

対する定数項以外の説明変数として，完全共通変数であ

る空港までの乗車時間，一人当たりの費用とし，鉄道と

バスの一部共通変数として，駅やバス停までのアクセス

時間，空港までの乗換回数，一日当たりの運行本数，出

発地付近に空港までの直行バス停の有無，利用可能な車

の有無，未就学児の同伴有無，空港までの所要時間の正

確性を重視，空港までの着席などの移動快適性重視を定

義した．自家用車のみの選択肢固有変数として，旅行同

伴者の数，一人当たりの携行荷物の重さを定義した． 

具体的なモデルについては，サンプル n の交通手段 i

に対する選択肢特性kについて，効用Vを式(1)の線形効

用関数で定義する．また，選択確率Pを与える式(2)の多

項ロジットモデルから，最尤法により未知パラメーター

の推定を行う．これらのモデルの分析には，R4.2.1 を用

いる． 

 

(1) 

 

 

(2) 

 

各交通手段のサービス水準については，自宅の位置を

郵便番号から座標に変換注 7)し，デジタル道路地図注 8) を

利用して，その座標から最寄り駅やバス停を解析するこ

とにより算出する．最寄り駅やバス停までの距離 0.5ｋ

ｍ以下は徒歩利用，距離 0.5kmを超える場合は乗用車利

用を想定し，徒歩は 4km/h 注 9)，乗用車は時速 20km/h 注 9)

で距離に応じた所要時間とした．駅またはバス停までの

合計所要時間をアクセス時間として算出した．最寄り駅

もしくはバス停から空港までの経路については，2020年

9 月の鉄道時刻表データを用いて所要時間と費用を計算

し，乗車時間としてデータ作成を行った．空港までの自

家用車利用については，一般道路（三大都市圏）では速

度を 25km/h 注 9)，費用を 24.6 円/km 注 9)とし，高速道路

（三大都市圏）では速度を60km/h注9)，費用を9.46円/km
注9)とし，経路上の有料道路料金を計上した． 
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鉄道やバスの運行本数は，経路上の最も本数の少ない

区間の一日当たりの本数を計上した．今回は旅行目的に

より手段選択の要因が変わると仮定し，観光目的のみ

（n=408）を分析することとした． 

 

(2) 分析結果と考察 

 前項のようにして行ったパラメーター推定の結果を表

-2に示す．  

 推定値からは，鉄道やバスの定数項のパラメーターが 

大きく，それらが効用Vに与える影響の度合いが大きく

なること，費用や乗換回数などのパラメーターの符号が

負となっており，それらが大きくなれば効用Vが小さく

なっていくことが言える．また未就学児の同伴の有無が

有意となり，影響があることが明らかになった．パラメ

ーターの符号が負であり，鉄道やバスの効用関数に定義

していることから，未就学児の同伴がいることは，鉄道

やバスの効用が低くなる．  

 今回は，未就学児が同伴の場合は，同伴者はかなりの

負担となる想定であったが，やはりアクセス交通手段の

選択要因となっていることが明らかになった．また，空

港までの着席などの移動快適性重視の項目が若干 5％有

意水準に届かないものの，ｔ値が 1.96に近い値となった．

鉄道やバスなどに快適性を求めて効用関数が大きいこと

が明らかになった．費用のパラメーターが負であるため，

いたずらにお金をかけてサービス水準を上げればよいも 

 

表-2 パラメーター推定の結果 

パラメーター 

効用関数 

推定値 t値 鉄

道 

バ

ス 

自

家

用

車 

𝜃1 鉄道の定数項 〇   3.96 6.01* 

𝜃2 バスの定数項  〇  2.92 4.30* 

𝜃3 駅・バス停までのアクセス時間 〇 〇  -0.83 -1.23 

𝜃4 乗車時間 〇 〇 〇 -0.35 -0.82 

𝜃5 費用 〇 〇 〇 -0.04 -3.34* 

𝜃6 乗換回数 〇 〇  -0.43 -2.59* 

𝜃7 運行本数 〇 〇  -0.75 -1.25 

𝜃8 同行者数（本人含）   〇 0.12 1.38 

𝜃9 携行荷物の重さ（㎏）   〇 0.02 1.50 

𝜃10 直行バス停有り 〇 〇  0.44 1.46 

𝜃11 利用可能な車有り 〇 〇  -1.99 -3.94* 

𝜃12 未就学児の同伴有り 〇 〇  -1.16 -2.34* 

𝜃13 時間正確性重視 〇 〇  0.41 1.44 

𝜃14 着席等快適性重視 〇 〇  0.63 1.94 

初期尤度 -438.34 

最終尤度 -335.11 

尤度比 0.23 

補正済み尤度比 0.20 

的中率 62.65 

𝜃3，𝜃4，𝜃5，𝜃7：×0.01（変数の標準化），*：5％有意 

のではないが，一定水準の快適性を確保するサービスレ

ベルは必要であることが明らかとなった． 

 

 

5． 結論 

 

本研究では，アンケート調査を通じて取得されたデー

タを活用して，空港アクセス交通の手段選択における評

価要因を多項ロジットモデルによる非集計分析により整

理した．以下鉄道利用を増やすための課題を述べる． 

 

(1) 空港までの乗換について  

駅などでのバリアフリー設備が，ほぼすべての駅に整

備されているが，今回の分析では，乗換回数がパラメー

ターとして負となり，有意となった．鉄道とバス利用者

の平均携行荷物荷重は 11.8 ㎏/人となっており，大きな

荷物を持つ傾向の強い利用者であり，乗換がかなりの負

担となっていることが明らかになった．バスについては，

輸送単位が小さくきめ細かなネットワークにより，ダイ

レクトサービスを充実させて乗換回数を減らす工夫がで

きるが，鉄道ではなかなか難しい．しかしながら，回数

は減らせないものの，乗換抵抗を減らすための同一ホー

ムでの乗り換えや空港アクセス特急停車駅の重点的なバ

リアフリー整備などによりこれらの課題を解決する必要

がある． 

 

(2) 移動の快適性や未就学児同伴の旅行者への配慮 

自宅から成田空港への移動に着目すると全体の 63％

が鉄道を利用している．63％の内訳は，38％が特急（成

田エクスプレス，スカイライナー），25％が料金不要の

在来鉄道利用者である．運賃より高額な特急料金を支払

う必要があるが利用は特急が多く，より快適な移動空間

を求めていることがわかる．分析でも着席等快適性重視

のパラメーターが有意に近い数字となった．到達時間の

短さや静粛性はもちろんであるが，さらなる快適性の向

上が課題である． 

本研究では，アンケート調査から鉄道，バスおよび自

家用車の利用者の交通行動の違いをより明確にとらえ，

非集計多項ロジットモデルにより手段選択における評価

要因と鉄道利用を増やすための課題を明らかにすること

ができた． 

今後，より需要に即したサービスを行うことによる快

適性，効率性の向上は国際競争力を確保するためにも重

要である．コロナの規制がさらに緩和され需要が戻って

くる際には，本研究の結果を基盤に，その施策やその影

響などについてさらなる検討，知見が期待される． 
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NOTES 

注1) 国際航空運送協会（IATA）航空旅客動向予測，2022.3．  

注2) 日本政策投資銀行アジア・欧米豪訪日外国人旅行者

の意向調査，2022.2． 

注3) 経済産業省通商白書（令和4年）． 

注4) 国土交通省航空旅客動態調査（令和元年度） 

注5) 国土交通省航空運輸統計年報（令和 3年度） 

注6) GREEN PORT REPORTNo.204 成田国際空港株式会

社 ，2022.4. 

注7) TREEMAPS郵便番号ジオコーディング. 

注8) 一般財団法人デジタル道路地図協会 Digital Road Map デジ

タル道路地図． 

注9) 国土交通省費用便益分析マニュアル. 
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